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自動運転トラックによる幹線輸送の社会実装に向けた実証事業実施要領 

 

令和 7 年 6 月 18 日 

国 官 参 企 第 1 5 号 

 

 

この実施要領は、自動運転トラックによる幹線輸送の社会実装に向けた実証事業費補助金交

付要綱（令和 7 年 5 月 15 日付国官参企第 3 号。以下「交付要綱」という。）に定める自動運転

トラックによる幹線輸送の社会実装に向けた実証事業（以下「本事業」という。）の実施に当た

って必要な事項を定める。 

 

1. 用語 

この実施要領において使用する用語は、交付要綱において使用する用語の例による。 

 

2. 申請要件 

(1) 補助対象事業者（交付要綱第 3 条） 

交付要綱第 3 条で定めるとおり、自動運転トラック等を活用した幹線輸送の社会

実装に取り組む民間企業や、それらの民間企業等からなる協議会等とする。 

(2) 補助対象事業と補助対象経費（交付要綱第 4 条、別表 1） 

 自動運転トラック等の活用に取り組む民間企業や、それらの民間企業等からなる協

議会等が連携しながら、社会実装を目的として実施する自動運転トラックを活用した

幹線輸送などの実証事業。 

補助対象経費 

 ① 自動運転トラックの導入経費（車両購入費、架装費等） 

② 自動運転から有人運転への切替拠点（自動運転トラックとの通信設備、駐車

スペース、トラックバース等）の整備費用 

③ 自動運転トラックの活用に伴う必要な物流システム（遠隔点呼システム、配

車システム等）の開発・運用経費 

  ただし、本事業において下記に該当する費用は対象外とする。 

   ・補助対象経費のうち消費税及び地方消費税相当額 

   ・補助の申請等に係る事務経費 

   ・補助対象経費のうち、他の同種補助事業等において申請した経費 

   ・補助事業の実施中に発生した事故・災害の処理のための経費 

   ・その他補助事業に関係のない経費 

(3) 補助対象期間 

公募開始の日から令和 8 年 2 月末までの実証に要する費用を対象とする。 

 

3. 補助金の額の算出方法（交付要綱第 4 条、別表 1） 

申請額の上限額については下記のとおりとする。 

①補助対象経費に補助率を乗じて得た額以内とする。ただし、上限を 79 百万円とする。 
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②補助対象経費に補助率を乗じて得た額以内とする。ただし、上限を 100 百万円とし、

100百万円の内訳は下記の通りとする。 

 内訳：50百万円/1拠点 × 2拠点 ＝ 100百万円。 

③補助対象経費に補助率を乗じて得た額以内とする。ただし、上限を 15 百万円とする。 

※①＋②＋③＝上限総額 194百万円。 

 

4. 補助金の交付申請（交付要綱第 5 条） 

補助対象事業者は、交付要綱第 5 条の規定に基づき、交付要綱第 1 号様式による補助金

交付申請書を提出するものとする。ただし、特別な事情がある場合は、予め届け出た場合に

限り、これによらないことができるものとする。 

(1) 交付申請書の添付書類 

① 事業計画（様式 1） 

② 事業計画の概要資料（PowerPoint 等） 

③ 補助対象経費の算出の根拠となる書類 

④ 振込先調書（様式 2） 

⑤ その他補助金の交付に関して参考となる書類 

(2) 交付決定の通知（交付要綱第 6 条） 

交付申請書の内容を審査の上、交付決定を行った者については、交付要綱第 6 条の規

定に基づきその旨を通知するものとする。 

 

5. 事業計画の変更（交付要綱第 7 条） 

交付要綱第 7 条で定める補助対象事業の軽微な変更とは、次の通りとする。 

(1) 補助対象経費の減少額が 20%未満の場合（令和 7 年 12 月末の時点で補助対象期間

の終了時点までの補助対象経費の減少額の見込みが 20％未満の場合を含む） 

(2) 補助目的に変更をもたらすものではなく、かつ、補助事業者の自由な創意により、よ

り能率的な補助目的達成に資するものと考えられる場合 

(3) 補助目的及び事業能率に関係がない事業計画の細部の変更である場合 

 

6. 中間報告と事業計画の変更、中止又は廃止（交付要綱第 7 条、第 10 条及び第 11 条） 

(1) 中間報告の提出 

補助金の交付の決定を受けた補助対象事業者は、交付要綱第 11 条第 1 項の規定に基づ

き、原則として令和 7 年 11 月末日までの補助対象事業の進捗状況（中間報告）を、令和

7 年 12 月 15 日（土、日又は祝日にあたる場合はその前の平日）までに、様式 3 により

提出するものとする。 

(2) 事業途中での事業計画の変更 

補助対象事業者は、補助対象事業が以下の事項に該当する場合は、変更後の事業計画

を添えて、交付要綱第 7 条に基づく交付決定（変更）申請書を速やかに提出するものと

する。 

なお、下記①および②の変更申請は、令和 7 年 12 月末までに行うものとし、それ以

降変更申請を行う必要が生じた場合においては、必ずしもこれを行うことを要しない。 
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① 補助対象経費の減少額が 20%以上となる場合、又は令和 7 年 12 月末の時点で補助

対象期間の終了時点までの補助対象経費の減少額の見込みが 20%以上となる場合 

（交付決定額を下回らない場合を除く）。 

② 補助対象期間の終了時点までの補助金額の見込みが、交付決定額と比較して上回る

場合であって、交付決定の変更を受けようとする場合。 

③ 事業内容を変更、追加又は廃止する場合。 

 

7. 補助対象事業の完了実績報告（交付要綱第 12 条） 

(1) 提出書類 

① 補助対象事業完了実績報告書（交付要綱第 8 号様式） 

② 事業計画（実績報告）（様式 4） 

③ 事業計画（実績報告）の概要資料（PowerPoint 等） 

④ 補助対象経費の実績額を明らかにした書類（契約書、請求書及び輸送の実績等を明

らかにした書類等） 

⑤ 補助対象経費の支払いを証する書類（領収書、振込金受取書や通帳の写し等。添付

出来ない場合は、後日提出する旨を約する確約書を提出すること。） 

⑥ その他補助対象事業の実績を審査する際に参考となる書類 

(2) 提出期限 

交付要綱第 12 条で定める期限（補助対象事業が完了した日若しくは補助対象事業の廃

止の承認があった日から 30 日を経過した日又は令和 8 年 2 月 27 日（土、日又は祝日に

あたる場合はその前の平日）のいずれか早い日）までとする。 

 

8. 額の確定及び補助金の支払い（交付要綱第 13 条、第 14 条、別表 1） 

(1) 額の確定 

完了実績報告書の内容を審査の上、補助対象事業の実施に要した補助対象経費の実績

額に基づく補助金額又は交付決定額（交付決定額を変更した場合は、変更後の額）のいず

れか少ない額において交付すべき補助金額を確定し、交付要綱第 13 条の規定に基づきそ

の旨を通知するものとする。 

(2) 補助金の支払い 

確定した補助金について、交付要綱第 10 号様式による補助金支払請求書に基づき、指

定の口座に振り込むものとする。（精算払） 

 

9. 補助事業終了後の実施状況等の報告（交付要綱第 11 条又は第 15 条） 

(1) 実施状況の報告 

交付要綱第 11 条第 1 項の規定に基づき、補助対象事業者は、補助対象事業が終了した

日から起算して 30 日を経過した日（土、日又は祝日にあたる場合はその前の平日）また

は令和 8 年 4 月 10 日のいずれか早い日までに様式 5 により補助対象事業に係る実施状

況を報告するものとする。 

(2) 補助金の返還 

天災地変や景気の変動等による止むを得ない特段の事情がある場合を除き、補助対象
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事業が継続する必要がなくなった場合は、交付決定の全部又は一部を取り消し、交付し

た補助金の全部又は一部の返還を命ずる場合があるものとする。 

(3) その他の報告 

交付要綱第 11 条第 1 項の規定に基づき、補助対象期間の満了の日までの補助対象事業

の実施状況等について、別途提出期限を定めて報告を求める場合があるものとする。 

 

10. 提出方法 

  上記記載の申請様式等については、郵送または電子メールにて提出することとする。 

 

附  則 

この要領は、令和 7 年度の補助金から適用する。 


